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東京都水道事業運営戦略検討会議　長期財政収支の見通しに関する主な御意見

□ 第４回会議（H30.8.1）「財政運営」

石飛座長代理
施設整備の目的が、直近の需要向けか、中長期の活用なのかによって、財源が企業債なのか料金
なのか決まるのではないか。しっかりとアセットマネジメントをした上で、企業債と料金水準が
このぐらいのときに料金値上げすると示す等、都民への丁寧な説明をしていただきたい

佐藤委員
局の方針はこれで良いと思うが、自己資本、他人資本どちらで対応していくのか。その時のご都
合主義で変えるのは、負担の公平性の観点から問題があるので、一定の基準を設けた上で、継続
的な事業運営をしていただきたい

有田委員
料金水準を見直す検討を企業債を含めトータルで見て、パブリックインボルブメントのような形
で、都民への説明を丁寧にしてほしい

西尾委員
企業債活用の妥当性を検討するには、20年など、長期の財政収支のシミュレーションの中で、そ
の推移を見て、適正な状態であるかを判断する必要があると思う

真鍋委員
収支の予測だけではなく、更新する施設を含めた資産・負債との見合いで、企業債をどの程度発
行しても大丈夫なのかを、データを整理して議論したほうがよい
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□ 第５回会議（H30.10.17)「長期財政収支の見通し」

石飛座長代理
施設の見通しで、耐用年数を伸ばしていくという方向性は、これで正しいと思う。これからの企
業債と2060年までをどうするか、長期的にはなかなか不確定要素が多いと思うが、短期的にも見
ながらやっていくということをこれからも検討いただきたい

大坪委員
給水収益につきましては、2060年度で約13％減少と人口推計に合わせて考えられていますが、今
後、節水方法の進化や意識の変化によって、収入は13％以上の減収が予想されるかもしれない

佐藤委員
更新期間の見直しや物理的耐用年数を設定して施設整備を行った場合であっても、地方公営企業
会計上は法定耐用年数によると思われるので、将来の純利益の額に影響を与える。利益処分の考
え方及び説明に留意する必要がある

石田委員
3年計画とかの中では、さまざまな経営目標みたいなものを立てて運用されていくのがリスクに
強い経営体質にもなってくる

沼尾委員
設備投資を巨大な借入れで賄った場合、経営は長期金利の影響を大きく受けることになる。公的
債務残高の肥大化に加え、世界の中での日本経済のプレゼンスが低下する状況下にあって、長期
金利にに対するリスクヘッジをどうするかが課題

早川委員
企業債は金利負担があるので最小限に抑えるべきである。建設改良費や収益に対する元利償還割
合を基準とするのではなく、将来の収支予測から発行額を決めるべきではないか

西尾委員
長期財政の収支の見通しで60年というのは、少し無理がある点は否めない。長期財政収支の見通
しについては、短期、中期を踏まえた上で、今の長期見通しを進めていくのだという形でやって
いただくと理解がしやすい
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財政運営

・給水収益、企業債残高及び元利償還金の推移イメージ

企業債残高

給水収益

企業債残高

1984年度末（最大）8,179億円

企業債残高

2016年度末 2,233億円

給水収益に対する

企業債元利償還金の割合

1968年度（最大）67%

給水収益に対する

企業債元利償還金の割合

2016年度 9%

企業債元利償還金

1960～ 2016～ 2060（年度）

■これまでも、中長期的な視点に立ち、経営努力を行いながら企業債残高を圧縮

⇒給水収益が減少する中で、今後、施設の長寿命化などにより施設整備の時期を

平準化しても、現状より施設整備費は増加することから、企業債の活用は必須

企業債を活用した施設整備により、
企業債残高が増加

企業債残高の増加に伴い、
企業債元利償還金が増加

人口減少に伴い、
給水収益は減少

第４回会議資料（抜粋）
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財政運営

・企業債に関する経営指標

東京都 横浜市 大阪市 名古屋市

ピーク時 2006年度 2016年度 2016年度 2016年度 2016年度

給水収益に対する
企業債元利償還金
の割合

67.3 28.5 9.0 20.2 28.6 16.8

給水収益に対する
企業債残高の割合

780.2 175.7 77.7 249.0 276.6 218.0

（単位 ％）

・他都市の状況等から、企業債元利償還金の割合が20～25％程度まで発行可能

・20～25％となった場合は、料金水準を見直す検討が必要

(1968年度)

(1965年度)

■今後は、大規模浄水場の更新などに向けて、世代間負担のバランスに配慮しながら、一定規模の

企業債の発行を継続的に行う必要

■将来、給水収益が減少する中にあっても、必要な施設整備を行っていくために、適切な発行規模を

検討する必要

第４回会議資料（抜粋）
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■収入

① 給水収益は、都の人口推計に合わせ試算（2060年度で約13％減少）

② 企業債は、起債対象となる建設改良費の50％に充当

償還期間は40年（10年債は３回の借換えを行う）、金利は1.5％を見込む

※一部の借換えを抑制し、償還を早める等の財政上の工夫を実施

長期財政収支の見通し

・シミュレーションに当たっての主な条件

■支出

① 施設整備費は、長期施設整備の見通しに基づき試算

② スマートメータは、実証実験の経費のほか、

普及に伴うコストダウン等を見込み試算（2040年代は15億円/年）

スマートメータ以外のＩＣＴ経費は、15億円/年を見込む

③ 需要の減少、ＩＣＴの活用、業務移転等による経費縮減を見込む

2020年代△1.5億円/年、2030年代△2.5億円/年、2040年代△50億円/年、

2050年代△100億円/年

その他は、2019年度見積額を基本として試算（物価変動は見込まない）

第５回会議資料（抜粋）
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2020 2021～2030 2031～2040 2040 2041～2050 2050 2051～2060 2060

収
入

給水収益 29,514 28,730 27,670 26,419 

(2,981) (2,951) (2,873) (2,828) (2,767) (2,716) (2,642) (2,579)

企業債 4,903 5,234 5,168 3,232 

(518) (490) (523) (596) (517) (477) (323) (262)

その他収入 5,106 5,091 5,018 4,909 

(507) (511) (509) (506) (502) (498) (491) (485)

計 39,523 39,055 37,856 34,560 

(4,006) (3,952) (3,906) (3,930) (3,786) (3,691) (3,456) (3,326)

支
出

営業費用 23,721 22,646 21,974 21,254 

(2,394) (2,372) (2,265) (2,262) (2,197) (2,194) (2,125) (2,071)

建設改良費 13,082 12,493 11,480 7,710 

(1,387) (1,308) (1,249) (1,336) (1,148) (978) (771) (649)

元利償還金 2,726 3,918 4,402 5,597 

(236) (273) (392) (429) (440) (574) (560) (640)

計 39,529 39,057 37,856 34,561 

(4,017) (3,953) (3,906) (4,027) (3,786) (3,746) (3,456) (3,360)

2020 2030 2040 2050 2060

収支過不足額 △ 11 13 △ 97 △ 55 △ 34

累積収支過不足額 9 3 1 1 0
給水収益に対する
企業債元利償還割合 7.9% 14.0% 15.2% 21.1% 24.8%

長期財政収支の見通し

・パターン１ シミュレーション結果（財政収支表）

注１ 表中の（ ）内は、期間中の年平均
注２ 企業債及び元利償還金は、借換分を除く

注３ 建設改良費は、大規模浄水場更新積立金の
取崩額を除いた額

① 浄水場の更新期間は60年

② 配水管は、小管を約280km/年、本管を約36km/年（2052年度以降は約13km/年）で更新

（単位 億円、税抜）

第５回会議資料（抜粋）
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長期財政収支の見通し

・パターン１ シミュレーション結果（財政収支の推移イメージ）
単年度収支（億円）

給水収益に対する
企業債元利償還割合（％）

2060年
24.8％

その他収入

新規債収入

給水収益

営業費用

建設改良費

元利償還金

2050年
21.1％

第５回会議資料（抜粋）
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長期財政収支の見通し

・パターン２ シミュレーション結果（財政収支表）

① 浄水場の更新期間は90年

② 配水管は、小管を約280km/年、本管を約22km/年で更新

2020 2021～2030 2031～2040 2040 2041～2050 2050 2051～2060 2060

収
入

給水収益 29,514 28,730 27,670 26,419 

(2,981) (2,951) (2,873) (2,828) (2,767) (2,716) (2,642) (2,579)

企業債 4,603 3,955 4,579 4,191 

(518) (460) (396) (432) (458) (541) (419) (390)

その他収入 5,106 5,091 5,018 4,909 

(507) (511) (509) (506) (502) (498) (491) (485)

計 39,223 37,776 37,267 35,519 

(4,006) (3,922) (3,778) (3,766) (3,727) (3,755) (3,552) (3,454)

支
出

営業費用 23,721 22,646 21,974 21,254 

(2,394) (2,372) (2,265) (2,262) (2,197) (2,194) (2,125) (2,071)

建設改良費 12,778 10,920 11,119 9,667 

(1,387) (1,278) (1,092) (1,175) (1,112) (1,106) (967) (913)

元利償還金 2,732 4,208 4,176 4,599 

(236) (273) (421) (425) (418) (482) (460) (497)

計 39,231 37,774 37,269 35,520 

(4,017) (3,923) (3,777) (3,862) (3,727) (3,782) (3,552) (3,481)

2020 2030 2040 2050 2060

収支過不足額 △ 11 △ 43 △ 96 △ 27 △ 27

累積収支過不足額 9 1 3 1 0
給水収益に対する
企業債元利償還割合 7.9% 14.0% 15.0% 17.7% 19.3%

（単位 億円、税抜）

注１ 表中の（ ）内は、期間中の年平均
注２ 企業債及び元利償還金は、借換分を除く

注３ 建設改良費は、大規模浄水場更新積立金の
取崩額を除いた額

第５回会議資料（抜粋）
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長期財政収支の見通し

・パターン２ シミュレーション結果（財政収支の推移イメージ）
単年度収支（億円）

給水収益に対する
企業債元利償還割合（％）2060年

19.3％その他収入

新規債収入

給水収益

営業費用

建設改良費

元利償還金

2050年
17.7％

第５回会議資料（抜粋）
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料金収入が2060年代で約13％減収が見込まれる中

・浄水場の更新や多摩水道の再構築を90年で平準化して整備

・配水管の更新を2029年度以降は、約300km/年で計画的に実施

（小管約280km、本管約22km）

・監理団体への計画的な業務移転など効率的な運営体制の整備

・企業債を柔軟に活用

長期財政収支の見通し

・長期財政収支見通しのまとめ

財政収支のシミュレーションはパターン２が適当

第５回会議資料（抜粋）
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経営戦略の概要等

１．基本的な考え方

平成21年度から集中的に推進してきた公営企業の抜本改革の取組は、予定どおり平成25年度末で一区切り。○

人口減少、施設老朽化等、経営環境が厳しさを増す中で、サービスの安定的な継続のためには、平成26年度以降も、不断の経営健全化等が必要。○

損益・資産等の的確な把握のため、地方公営企業法の適用による公営企業会計の導入が必要。特に、簡易水道・下水道は、基本的に必要。○

２．計画的経営の推進 ～ 「経営戦略」の策定 ～

将来にわたり事業を安定的に継続するため、「経営戦略」を企業ごとに

策定し、これに基づく計画的な経営が必要。<期間：10年以上を基本>

・

３．公営企業の経営に係る事業別の留意事項

「経営戦略」の策定等に当たっての、水道事業、下水道事業をはじめと

する事業ごとの留意点。

６．その他

市町村の公営企業に対する都道府県の支援、消費税の適正な転嫁 、

「インフラ長寿命化基本計画」等との関係等を記載。

４．「資金不足等解消計画」策定上の留意事項

地方債同意等基準に定める「資金不足等解消計画」や、健全化法に基

づき、資金不足比率が経営健全化基準以上である公営企業が策定する

「経営健全化計画」は、「経営戦略」の考え方等を基本として策定。

○「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年８月29日付通知）の概要

（事業の意義・必要性がない場合には廃止し、採算性に応じて民営化・民間譲渡等を検討。）

３～５年に一度見直しを行う等、適切な事後検証、更新等を行う※

５．「経営健全化計画」策定上の留意事項

・

・ 総務省においては、必要な支援を継続的に行っていく予定。

中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、経営基盤強化と財政マネジメントの向上に取り組むことが必要。○

（「経営戦略」の主な内容）

「投資試算」（施設・設備投資の見通し）、「財源試算」（財源の見通し）

等で構成される「投資・財政計画（収支計画）」

・

企業及び地域の現状と将来見通しを踏まえたもの・

「投資試算」等の支出と「財源試算」が均衡するよう、施設・設備のサイ

ズダウン、効率的配置、PPP/PFI をはじめとする民間的経営手法の導入

や事業の広域化等の取組、財源面の見直しを検討

・

組織、人材、定員、給与について、効率化・合理化の取組を検討・

ICTの活用、資金不足比率、資金管理・調達、情報公開、防災対策等・

資料７
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投
資
・
財
政
計
画

目標設定、
水準の合理化

計画策定
（取りまとめ）

戦略実施、事後
検証など

現状把握・分析、
将来予測

事後検証・更新等

・毎年度の進捗管理

・3～5年に一度の見直し
（経営指標等も活用）

施設・設備の現状把握

規模・能力、劣化の状況、
使用可能年数等を把握

将来の需要予測

可能な限り長期間（30年～
50年超）の需要予測

財務状況の適切な
現状把握・分析

現在の財務状況を把握
（企業債・自己資金等）

「経営戦略」の中心となる「投資・財政計画」は、施設・設備の合理的な投資の見通しである「投資試算」等の支出

と、財源見通しである「財源試算」が均衡するように調整した収支計画。

目標設定

住民サービスを維持するた
めに必要な目標を設定

「投資・財政計画」（収支計画）策定までの流れ①

投
資
試
算

財
源
試
算

投資額の合理化

目標達成のために必要とな
る合理的な投資規模を把握

将来の財源等予測

各財源や「投資試算」を含
む需要額等の見通しを踏ま
えた財政状況の将来予測

財源構成の検討

財源や需要額の将来予測

を踏まえて、料金、企業債、

一般会計繰出金の各財源

について、適切な水準・構

成を検討

計画等と実績の乖離が
著しい場合には

計画見直しを検討

ギャップが生じた場
合には均衡を図る

優先順位付け、平準化
等による合理的な投資
の内容・所要額等の見

通しの取りまとめ

投資試算

財源試算

投資以外の経費

必要かつ合理的な額の
確保を前提とした上で、
徹底した効率化に取り組
むことが必要

財源見通しの取りまとめ

3
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○ 内部留保額の見直し

○ 料金の見直し 等

○ ダウンサイジング、スペックダウン

○ 予防保全型維持管理を含む適切な維持
管理による長寿命化

○ 過剰投資・重複投資の精査

○ 新たな知見や新技術の導入

○ 優先順位が低い事業の先送り、取りやめ

○ 民間資金・ノウハウ等の活用（PPP/PFI
の導入等）

○ 広域化の推進 等

投資試算の再検討

○ 「投資試算」等の支出と「財源試算」にギャップがある場合には、以下のようにギャップ解消に取り組むことが必要。

○ 投資以外の経費について、必要かつ合理的な額の確保を前提とした上で、更なる効率化に取り組むことが必要。

両面から
均衡点を探る

「投資・財政計画」策定までの流れ②（投資試算等と財源試算の整合性検証）

財源試算の再検討

地域の現状や将来像を踏まえた検討、公営企業の技術担当部局や一般

会計の企画・財政担当部局をはじめとする地方公共団体全体の関係部局

との連携、議会・住民への十分な説明等が必要。

＜留意点＞

投資以外の経費の効率化

給与・定員の見直し、広域化の推進、民

間のノウハウの活用（指定管理、民間委託

等）、ICTの活用等による更なる効率化

取組を反映
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１．水道は住民生活に必要不可欠なライフライン

２．経営環境が急速に悪化することが想定される

・急速な人口減少に伴う有収水量（※）の大幅な減

少と施設利用率の低下

⇐2065年の需要水量はピーク時より約４割減少

・老朽化対策と災害対策に伴う更新需要の増大

⇐H28年度の管路更新率は0.75％にとどまり、

管路経年化率は14.8％となり上昇傾向

３．専門人材の確保等の組織体制の強化も課題

水道事業の現状と課題

○ 中長期の経営見通しに基づく経営基盤
の強化を推進

＜適切なアセットマネジメントに基づく更新＞

中長期の視点に立った需要と供給体制の見通し
を踏まえた上で、適切なアセットマネジメントによる
トータルコストの縮減や更新需要の平準化を図り、
着実な更新を行うこと

＜料金収入の確保＞

人口減少に伴う料金収入の大幅な減少が懸念さ
れる中、更新需要の増大も踏まえ、計画的な料金
水準の見直しを行うこと

＜広域化、民間活用、ICTの利活用等の推進＞

中長期の収支均衡、収支改善を図るため、広域
化、民間活用、ICTの利活用等に取り組むこと

持続的な経営を確保するための
基本的な考え方

１．「広域化推進プラン」による広域化の推進

○ 市町村の区域を越える広域化は、幅広い効果を期待できるため、多様な取組を推進する必要

（広域化の効果）
・経営統合は、経営資源を一元的に管理し、経営基盤を強化する効果が最も期待できる
・経営統合が実現しにくい地域においても、施設の共同設置や管理の一体化等の部分的な広
域化により、コスト削減や専門人材の確保等の効果が期待できる

○ 都道府県を中心とした計画的な取組が重要であることから、都道府県による「広域化推進プラ
ン」の策定を進めるべきであり、国においても、策定を促していく必要

○ 国においても、広域化に係る財政措置の拡充を検討すべき

２．適切なアセットマネジメントに基づく着実な更新投資の促進

○ 住民生活に必要不可欠なライフラインであり、大規模な資産を有する水道事業においては、中
長期的な視点に立った適切な維持・更新が極めて重要

○ 各団体において、アセットマネジメントの導入を進めるとともに、その水準を引き上げる必要が
あり、国においても、対策を講じる必要

○ すべての地域で水道サービスが持続的かつ安定的に提供されるよう、経営条件が厳しく、更
新投資が進んでいない団体においても、着実な更新投資を進める必要

○ 国においても、このような経営条件の厳しい団体における更新投資に係る財政措置について
検討すべき

今後の具体的な取組方策

※料金徴収の対象となった水量及び他会計等から収入のあった水量

経営統合 施設の共同設置・共同利用 管理の一体化

【広域化の主な類型のイメージ】

「広域化推進プラン」：広域化の多様な類型に応じたシミュレーションを実施し、効果を比較した上で、
広域化の基本的な考え方やスケジュール等について定めた計画

「水道財政のあり方に関する研究会」報告書（概要）（平成30年12月）
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２．適切な資産管理の推進（第22条の２、第22条の３、第22条の４）

現状・課題 改正法

○ 老朽化等に起因する事故の防止や安全な水
の安定供給のため、水道施設の健全度を把握
する点検を含む維持・修繕を行うことが必要。

○ また、水道法においてはこうした施設の維持
修繕の基礎となる台帳整備の規定がなく、災
害時において水道施設データの整備が不十分
であったため、迅速な復旧作業に支障を生じる
例も見受けられた。

○ 加えて、高度経済成長期に整備された水道
施設の更新時期が到来しており、長期的視野
に立った計画的な施設の更新（耐震化を含
む。）が必要。

○ また、人口減少に伴う料金収入の減少により、

水道事業の経営状況は今後も厳しい見込みだ

が、十分な更新費用を見込んでいない水道事

業者が多く、このままでは水需要の減少と老朽

化が進行することによって、将来急激な水道料

金の引上げを招くおそれ。

○ 水道事業者等に、点検を含む施設の維持・修繕
を行うことを義務付けることとする。 （第22条の
２）

○ 水道事業者等に台帳の整備を行うことを義務付
けることとする。 （第22条の３）

○ 水道事業者等は、長期的な観点から、水道施設
の計画的な更新に努めなければならないこととし、
そのために、水道施設の更新に要する費用を含
む収支の見通しを作成し公表するよう努めなけれ
ばならないこととする。 （第22条の４）

8
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○ 長期的な観点から、給水区域における一般の水の需要に鑑み、水道施設を計画的に更新

○ 収支の見通しを作成・公表した時は、概ね３年から５年ごとに見直す

○ 30年以上の期間を定めて、その事業に係る長期的な収支を試算

○ 試算は、算定期間における給水収益を適切に予測するとともに、水道施設の損傷、腐食そ
の他の劣化の状況を適切に把握した上で水道施設の新設及び改造の需要を算出し、費用の
平準化、水道施設の規模及び配置の適正化並びに災害その他非常の場合における給水能
力を考慮

○ 収支の見通しについて、10年以上を基準とした合理的な期間について公表

水道施設の計画的な更新

収支の見通しの作成

収支の見通しの公表

収支の見通しの見直し

水道施設の計画的な更新等

1216

takano-satoshi
テキストボックス

ns07am-lca
テキストボックス
16



○ 国は、水道の基盤を強化するため、基本方針を定めることとする。

（改正後の法第５条の２第１項）
厚生労働大臣は、水道の基盤を強化するための基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めるものとする。

○ 都道府県は、水道の基盤を強化するため必要があると認めるときは、基本方針に基づき、水道の基盤
の強化に関する計画（「水道基盤強化計画」）を定めることができることとする。

（水道基盤強化計画に定める事項）
①計画区域 ②基盤強化に関する基本的事項 ③計画期間
④計画区域内における水道の現況及び基盤強化の目標
⑤都道府県・市町村・水道事業者等が講ずべき措置
⑥計画区域における水道事業者等の間の広域連携の対象となる区域（連携等推進対象区域）
⑦連携等推進対象区域における水道事業者等の間の連携等に関する事項

⑧連携等推進対象区域において水道事業者等の間の連携等を行うに当たり必要な施設整備に関する事項

① 水道の基盤の強化に関する基本的事項
② 水道施設の維持管理及び計画的な更新に関する事項
③ 水道事業及び水道用水供給事業（以下「水道事業等」という。）の健全な経営の確保に関する事項
④ 水道事業等の運営に必要な人材の確保及び育成に関する事項
⑤ 水道事業者等の間の連携等の推進に関する事項

⑥ その他水道の基盤の強化に関する重要事項

基本方針について

基本方針に定める事項

６17
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 □  将来想定されうる人口や世帯数の推移を長期的に把握 

 □ ２０１５年国勢調査をベースに東京都、区部、多摩・島しょ別に２０６０年まで予測 

※ 2040年までの推計は、「東京都世帯数の予測（東京都総務局 2019年3月)」による。それ以降は政策企画局による推計 

 □  新たな長期計画（仮称）策定のベースにするとともに、都の政策立案や事業実施などの

基礎データとして活用 
 
  

２０６０年までの東京の人口・世帯数予測について 

◯ 東京都の総人口（2015年 1,352万人）は、2025年1,417万人でピークを迎え、以後減少
し、2060年には1,192万人へ 

• 2018年の推計と比較し、ピーク年は変わらないものの総人口が上方修正（約９万人増） 

• 区部は2030年、多摩・島しょ部は2020年と、人口のピーク時が異なる 

• 『社会増の縮小』と『自然減の拡大』により、2025年以降、人口減少過程に入る 

• 年少人口は2020年、生産年齢人口は2025年まで増加し、以後減少へ 

老年人口は2015年の307万人（高齢化率22.7％）から、2050年に399万人（同31.0%）へ 
増加 

 
 
 
 
 
 

◯ 東京都の世帯数（2015年 669万世帯）は、2035年に724万世帯でピークを迎え、以後減
少し、2060年は643万世帯へ 

• 単独世帯の割合は2035年に初めて50％を超える見通し 

• 高齢世帯（世帯主が65歳以上の世帯）数は、2050年の265万世帯まで増加傾向で推移 

 

予測結果の概要 

平成３１年４月１９日 
政 策 企 画 局 

 予測の趣旨  

1 

別紙２ 
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1,258 
1,316 

1,352 
1,401 
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1,360 
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1,245 
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849
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-

9,000

11,000

13,000

0
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600
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1,400
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(万人）

（年）

（万人）

東京都 区部 多摩・島しょ 全国（右軸）

全国と東京都（区部、多摩・島しょ）の人口の推移 
       
○ 全国の人口が減少する中(２００8年以降）、東京都の人口は増加を続け２０２５年１,４１７万    
  人でピーク 
○ 東京都の人口は２０６０年１,１９２万人となり、２０１５年と比較し、１２％減少 
○ 区部は２０３０年９９６万人、多摩・島しょは２０２０年４２９万人でピークを迎え、以後減少へ 

 予測 

（１００）  （９９） 

 （９６） 

 （９４） 

 （９１） 

 （８７） 

 （８４） 

 （８０） 

 （７７） 

 （７３） 

（１００） 
（１０４） （１０５） （１０５） （１０３） 

（１０１） 
（９８） 

（９５） 
（９２） 

（８８） 

（１００） 
（１０５） （１０７） 

※括弧内の数値は2015年値を100とした場合の指数 

（１０７） （１０６） （１０５） 
（１０３） （１００） （９８） 

（９４） 

（１００） （１０１） （１００） （９８） （９５） （９２） 
（８８） （８４） （８０） 

（７６） 
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(年）

社会増減数 自然増減数 人口増減数

予測

〇 社会増減数 ⇒ 全国的に人口減少が進むことから、今後都内への転入者数は減少し、社会増は縮小 
 
○ 自然増減数 ⇒ 2025年に団塊の世代が75歳以上、さらに2050年に団塊ジュニア世代が75歳以上となることで高齢層の 
                死亡が増大し、自然減が拡大 

東京都の要因別人口増減の推移 
       
『社会増の縮小(≒東京への転入者減)』と『自然減の拡大(≒死亡数＞出生数)』により、２０２５年以降
人口減少過程に入る 
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東京都の年齢階級別人口の推移 

       
 
 
○ 年少人口は２０２０年、生産年齢人口は２０２５年まで増加し、以後減少へ 
○ 老年人口は２０１５年：３０７万人  ⇒ ２０５０年：３９９万人へ増加 
         （高齢化率２２.７％）       （高齢化率３１.０%） 
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札幌市 仙台市 東京都 横浜市 川崎市

① 札幌水道ビジョン
（2015-2024）

仙台市水道事業中期経営
計画（2015-2019）

東京水道経営プラン2016
（2016-2020）

横浜水道中期経営計画
（2015-2019）

川崎市上下水道事業中期
計画（2017-2021）

②

1)企業債残高の削減：
5年間で▲200億円(▲21%)
※2019年度末残高目標：

790億円以下
2)自己資本構成比率の改善:

65％→70％以上

1) 有収率の向上
94.1%→94.6%

2)給水収益に対する企業債
残高：３倍以内
※2019年度末残高：

671億円 (計画値、▲4％)
3) 経常収支比率：

100%以上を維持

1) 料金収入に対する元利償
還割合

2) 料金収入に対する企業債
残高割合
→2014年度を下回る水準

3)経常収支比率：
100%以上を維持

1)局資産の有効活用
2)企業債残高の縮減：

4年間で▲35億円(▲2％)
※2019年度末残高目標：

1,638億円
3) 料金体系の在り方の検討
(参考) 財政運営にあたっては、
毎年度50億円程度の純利益を確保、
2019年末で約30 億円累積資金を確
保することを目指す

1)局資産の有効活用
2)企業債残高の適正管理:

2017末612億円
→2021末762億円 (+25%)
※残高は増嵩するが、後年度
負担の影響に配慮し、適切な
管理を行う

③ 10億円（5.7％） 50.76億円（56.3％） 126.82億円（14.6％） 66.76億円（29.1％） 52.42億円（63.0％）

④ 205.62％ 282.48％ 82.88％ 241.22％ 248.61％

他事業体の経営計画における目標設定状況
【項目】①経営計画の名称と計画期間 ②経営に関する主要な目標設定

③企業債発行額と建設改良費に占める割合（2016） ④給水収益に対する企業債残高割合（2017）

静岡市 名古屋市 京都市 大阪市 広島市

①
第4次静岡市上下水道事業
中期経営計画
（2019-2022）

上下水道事業中期経営計
画「みずプラン32」
（2016-2020）

京都市上下水道事業中期
経営プラン（2018-2022）

大阪市水道経営戦略
（2018-2027）

広島市水道事業中期経営
計画（2018-2021）

②

1) 新たな収入の確保
2) 企業債残高の適正管理:

2018末450億円
→2022末502億円 (+12%)
※将来の支払利息が過大となら
ないよう、残高を適正に管理

3) 財政計画の定期的見直し
4) 適正な債権管理
5) 収納率の向上

1) 収益の確保

※企業債に関する目標設定
はしていないが、計画期
間で約10億円削減予定
※2020年度末残高：

854億円 (▲10%、計画値)

1) 下水道の大規模更新に
備えた資金の積み立て

2) 企業債残高の縮減：
5年間で▲120億円(▲7%)
※2022年度末残高目標：

1,604億円

1) 企業債残高の縮減：
10年間で▲445億円(▲30%)
※2027年度末残高目標：
1,034億円

2) 有収率の向上
92.2%→94%以上

3) 局資産の転活用
4) 収入率99%を維持

1) 企業債残高の縮減：
4年間で▲3億円(▲0.4%)
※2021年度末残高目標：

725億円
2) 料金収納率：
現行水準97.8%の維持

③ 23.4億円（69.3％） 35億円（18.3％） 95.7億円（58.8％） 0円 38.85億円（56.0％）

④ 480.14％ 213.81％ 611.74％ 247.22％ 375.77％

27



水道局キャラクター
はまピョン

第４回
横浜市⽔道料⾦等在り⽅審議会

平成31年１⽉11⽇

横浜市⽔道局

財政収⽀⾒通しと
企業債活⽤の考え⽅

資料３

第４回-1
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• 以降では、建設改良費に対する企業債の充当率を中⼼に検討してきます。
• これまで横浜市では企業債残⾼を縮減し、企業債に関する指標は⼤都市

平均を下回っています（スライド31ページ参照）。
• 現在低⾦利であることも踏まえ、企業債の充当率は現⾏の35％をベース

に、それよりも充当率を増やした40％、50％を追加した３通りで検討し
ていきます。※

３－（８）企業債の充当率について

前提条件 備考

更新事業費 ・パターンＡ
・パターンＢ

企業債の充当率
• 35％
• 40％
• 50％

現⾏の充当率は
35％程度

財政収⽀⾒通し作成の前提条件

※ その他の収⽀の前提条件はスライド33ページと同じ。 第４回-41
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３－（９）企業債充当率ごとの40年後の指標（パターンA）

第４回-42

充当率 資⾦不⾜額
資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊
に対する割合

企業債
残⾼

指標※
元利償還⾦
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

企業債残⾼
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

１⼈当たり
企業債残⾼

35％ ▲4,656
億円 20.2％ 1,372

億円

21.7％
(▲2.4)

261.6％
(▲19.7)

42,250円
(▲7,197円)

40％ ▲4,565
億円 19.8％ 1,568

億円

24.8％
(＋0.7)

299.0％
(＋17.7)

48,285円
(▲1,162円)

50％ ▲4,384
億円 19.1％ 1,960

億円

30.9％
(＋6.8)

373.7％
(＋92.4)

60,346円
(＋10,899円)

2016年度
⼤都市平均 ー ー 24.1％ 281.3％ 49,447円

※ 下段括弧︓2016年度の⼤都市平均との⽐較

20％程度

⼤都市平均未満

ほぼ⼤都市平均と同程度

⼤都市平均以上
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３－（10）企業債充当率ごとの指標の推移（パターンA）

第４回-43
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３－（11）企業債充当率ごとの40年後の指標（パターンB）

第４回-44

充当率 資⾦不⾜額
資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊
に対する割合

企業債
残⾼

指標※
元利償還⾦
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

企業債残⾼
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

１⼈当たり
企業債残⾼

35％ ▲4,042
億円 17.6% 1,293

億円

20.4％
(▲3.7)

246.6％
(▲34.7)

39,826円
(▲9,621円)

40％ ▲3,957
億円 17.2％ 1,478

億円

23.3％
(▲0.8)

281.8％
(＋0.5)

45,513円
(▲3,934円)

50％ ▲3,787
億円 16.5％ 1,847

億円

29.2％
(＋5.1)

352.3％
(＋71.0)

56,883円
(＋7,436円)

2016年度
⼤都市平均 ー ー 24.1％ 281.3％ 49,447円

※ 下段括弧︓2016年度の⼤都市平均との⽐較

⼤都市平均未満

ほぼ⼤都市平均と同程度

⼤都市平均以上
17％程度
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３－（12）企業債充当率ごとの指標の推移（パターンB）

第４回-45

企業債残⾼対⽔道料⾦収⼊⽐率 1⼈当たり企業債残⾼
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３－（13）更新事業費の⽔準と企業債活⽤の考え⽅（まとめ）

今後の発⾏予定

【2016年度から2019年度】
中期経営計画の計画額を基準に企業
債を発⾏予定（現⾏充当率35％）
【2020年度以降】
建設改良費に対して⼀定の割合で
企業債を発⾏予定

公的資⾦を中⼼に、⺠間資⾦（銀⾏
など）も活⽤し、状況によって柔軟
な借り⼊れを⾏います。

発⾏額の管理

• 企業債の発⾏が、将来の⽔道利⽤者
の過度な負担増加や、財政の硬直化
につながらないよう、指標を参考に
しながら、最⼤限、企業債の活⽤を
図りたいと考えています。

【元利償還⾦・企業債残⾼の
⽔道料⾦収⼊に対する割合】

⼤都市平均を上回らないようにする
と、企業債充当率は40％程度

• 世代間の負担の公平を図るため、建設改良費に対して⼀定の割合で企業
債を発⾏していく予定です。

第４回-46
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東京都 札幌市 仙台市 さいたま市 横浜市 川崎市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市 広島市 北九州市 福岡市

給水収益 288,731,169 37,640,206 23,702,287 26,697,458 64,739,045 24,719,258 41,992,900 27,681,398 59,817,830 30,306,398 19,163,982 14,537,854 31,800,662

元利償還金 21,779,411 10,233,579 6,707,853 5,850,882 16,557,416 4,191,388 6,667,282 10,542,520 20,345,775 2,564,388 7,266,976 4,245,291 11,036,950

給水収益に対する割合 7.5 27.2 28.3 21.9 25.6 17.0 15.9 38.1 34.0 8.5 37.9 29.2 34.7

企業債残高 239,295,152 77,394,278 66,955,347 51,440,242 156,160,768 61,455,627 89,782,946 169,337,086 147,883,783 29,247,226 72,011,589 57,982,615 116,750,372

給水収益に対する割合 82.9 205.6 282.5 192.7 241.2 248.6 213.8 611.7 247.2 96.5 375.8 398.8 367.1

注１：総務省「地方公営企業年鑑」及び「地方公営企業決算状況調査」の数値を基礎として作成した。

注２：計画給水人口が１００万人以上の都及び政令指定都市の末端給水事業を集計対象とした。

他の水道事業体との企業債に関する経営指標の比較（2017年度決算）

（単位　千円・％、税抜）
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当局の経営計画

事　　項 プラン2000 プラン2004 プラン2007 プラン2010

　計画期間 12年4月～15年度末 16年4月～18年度末 19年4月～21年度末 22年4月～24年度末

事　　項 プラン2013 プラン2016

　計画期間 25年4月～27年度末 28年4月～32年度末

当局における主要な経営指標の推移

・職員給与比率
・企業債残高
・給水収益対企業債元利償還金割合
・自己資本構成比率
・経常収支比率

・高度浄水施設、給水所など、
　施設の新設に活用

・プラン2000と同様
・プラン2000と同様
・ただし、一部の事業は発行を抑制

・プラン2007と同様

　主な経営目標

・職員給与比率
・企業債残高
・給水収益対企業債元利償還金割合
・自己資本構成比率
・経常収支比率

・給水収益対企業債元利償還金割合
・給水収益対企業債残高割合
・経常収支比率

　企業債の活用

　主な経営目標

・職員給与比率
・企業債残高
・給水収益対企業債元利償還金割合
・自己資本構成比率
・経常収支比率

・職員給与比率
・企業債残高
・給水収益対企業債元利償還金割合

・職員給与比率
・企業債残高
・自己資本構成比率

　企業債の活用 ・プラン2007と同様
・企業債残高の増嵩に配慮しながら、
　企業債を適切に発行

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

給水収益対企業債
元利償還金割合

20.2 23.9 25.2 30.2 29.9 29.4 28.6 27.0 21.4 21.6 15.3 13.9 13.2 14.0 12.4 9.8 8.3 6.9

自己資本構成比率 60.5 62.4 63.9 65.6 67.2 68.8 70.7 72.5 73.9 75.9 76.7 77.0 77.7 79.5 81.5 83.7 85.3 84.9

経常収支比率 111.6 110.6 110.8 113.4 117.0 118.8 120.9 124.7 122.9 123.8 119.9 110.1 110.3 111.5 114.2 113.1 112.3 111.9

流動比率 235.2 262.3 240.1 246.1 264.1 255.5 249.0 276.7 285.5 328.2 348.7 329.4 302.3 289.8 209.6 176.5 150.9 177.6

(単位　％）
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１　特徴

区分 資金＊注1 償還期限 取扱手数料 金利

公的資金
財政融資資金

地方公共団体金融機構
40年
＊注2

不要
金利選択制（固定金利と変動金利の選択）の導入。
→各団体の資金力に応じた金利設定が可能となる。

民間等資金
市場公募債

銀行等引受債
共済組合等引受債

10年
(5年,20年,
30年*注3)

発行時及び元金・利子支
払時にかかる諸手数料が

必要
当局においては固定金利のみ

　（注）１  現在、新規発行は財政融資資金と市場公募債のみ。
　　　　２  上水道事業の場合の償還期限。平成27年度発行分より上限が40年に延長。当局では平成28年度資金以降40年で発行。
        ３  市場公募債について、当局では平成22年度以降、10年債を中心に発行。

２　割合　　

（１）水道事業債の全国枠（％）                                   

（各年度地方債計画より）
（２）東京都水道事業債  （％）

企業債の公的資金と民間資金の特徴及び割合

H17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

 公的資金 90.0 91.5 91.0 91.7 92.6 90.3 89.8 89.8 95.3 97.8 97.8 94.2 87.2

 民間等資金 10.0 8.5 9.0 8.3 7.4 9.7 10.2 10.2 4.7 2.2 2.2 5.8 12.8

H17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

 公的資金 33.3 22.1 21.7 32.9 29.9 33.7 34.2 38.5 29.2 47.1 47.3 49.5 28.4

 民間等資金 66.7 77.9 78.3 67.1 70.1 66.3 65.8 61.5 70.8 52.9 52.7 50.5 71.6
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企業債利率の推移

　政府資金及び公募債（10年債）の推移　（年度末）

年度 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

政府 8.0 7.5 7.5 6.5 6.05 7.15 8.0 7.3 7.3 7.1 7.1 6.05 5.2 5.0 4.85 6.2 6.6 5.5 4.4 4.3 4.65 3.4 2.8 2.1 2.1 2.0 2.0 2.2 1.2 2.0 2.1 2.1 2.3 2.1 1.9 2.1 1.9 1.7 1.4 1.4 1.2 0.5 0.8 0.7

公募
(10年債)

9.0 8.5 8.5 6.7 6.6 8.1 8.1 7.8 7.6 7.4 6.9 5.8 5.1 4.8 4.7 6.6 6.4 5.7 4.3 4.4 4.5 3.3 2.6 2.0 2.2 1.9 1.4 1.5 0.8 1.4 1.5 1.7 1.7 1.4 1.4 1.4 1.4 1.1 0.6 0.7 0.4 0.07 0.21 0.18

（注） 政府債は、平成13年４月分から「財政融資資金・30年元利均等償還・固定金利」の場合

また、平成28年度以降分は「財政融資資金・40年元利均等償還・固定金利」の場合（30年償還の場合は、平成29年度は0.6％）。

　基準割引率・基準貸付利率（従来の「公定歩合」）及び短期プライムレートの推移
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基準割引率および基準貸付利率

短期プライムレート

（平成31年１月末現在）

３年 ４年 ５年 ７年 10年 11年 12年 13年 18年 19年 20年 21年～

12/3 1/6 1/8 4/1 4/10 7/27 8/4 12/1 2/4 2/12 8/31 9/21 9/30 12/8 4/12 4/14 4/24 7/10 9/8 9/13 9/16 3/18 8/24 2/13 3/1 3/28 8/24 9/19 7/14 8/24 3/20 10/31 11/17 12/19 1/9

4.5 4.5 4.5 3.75 3.75 3.25 3.25 3.25 2.5 2.5 2.5 1.75 1.75 1.75 1.75 1.0 1.0 1.0 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.35 0.25 0.25 0.25 0.1 0.4 0.4 0.75 0.5 0.5 0.3 0.3

6.625 6.125 5.875 5.875 5.25 5.25 4.75 4.5 4.5 4.0 3.75 3.75 3.375 3.0 2.75 2.75 2.375 2.0 2.0 1.625 1.5 1.375 1.5 1.5 1.5 1.375 1.375 1.375 1.375 1.625 1.875 1.875 1.675 1.675 1.475

（注）平成18年８月より、従来「公定歩合」と呼ばれてきた金融指標が、「基準割引率および基準貸付利率」に名称変更された。

基準割引率および
基準貸付利率

短期プライムレート
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